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本論文では， r韓国労務管理の展開」とする第 I部と「韓国労務管理の再構築」とする第 E部とに大別されている。第
I部，第 1 章から第 5章までは「制度論的アプローチ」によって韓国労務管理の現状分析とその問題点の解明に焦点、が
置かれている。第 E部，第 6章から第 9章までは「組織行動論的アプローチ」をもとに改善策を示している。
序章では，問題意識，論文の構成，研究方法および研究資料が提示されている。現実の労働現象は企業経営者層，労働
組合，および政府のそれぞれの利害が絡み合い，その均衡という形で生じてきているという認識に立ち，第 1 章と第2章
では，制度論的に経営者の特性，政府の労働政策，労働組合の特性，団体交渉の特性，および労使協議制の特性を考察す
る。とりわけ第 1 章では，企業内労働力管理および労使関係管理に影響を及ぼした政府の労働政策，経営戦略，経営者
の労務管理思想について，それらがどのように展開してきたかを考察する。第2章では，政府の労働政策や経営者の経
営政策の下で，韓国労働組合と，労使関係の重要な制度として団体交渉および労使協議会がどのように展開してきたか
を考察している。
第 3章では，労務管理の観点から重要なウェイ卜を占める賃金管理と昇進管理の現状および問題点が考察される。日
本企業との比較を通じて，韓国企業の雇用管理のあり方とその象徴である「単純な」年功賃金体系の問題点が分析され
る。また一体化と期待という動機づけの側面から，年功主義と能力主義の各々の長所を活かす労務管理の改善策が示さ
れている。
第 4章では，聞き取り調査に基づいて 1987--1989年の労働大争議以降，韓国大企業の内部労働市場の構造の変化が
明らかにされる。そのさい企業ごとの労務戦略が類型化され，類型別の問題点が明らかにされる。こうした問題点に共
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通するのは，大争議以降も韓国の大企業の多くは，生産労働者の積極的な内部化を図っていないことである。第 5章で
は，なぜ韓国企業は積極的に生産労働者の統合・内部化を進めていないのか，その根本的な原因が探られる。そのため
に事例分析を主に，企業の内部労働市場および作業組織が分析される。生産労働者の内部化が進んだ企業と進んでいな
い企業を比較しどのような違いがみられるかが明らかにされる。
第 6章では，現在の韓国企業の多くが，国際市場で競争していくうえで必要とされる知識集約型産業への移行がうま
くいっていない状況であることを経営風土に関する考察をもとに明らかにしたうえで，さらにこのままでは競争力の低
下から既存の労務管理諸制度じたいも形骸化しかねない状況にあることが明らかにされる。こうした状況を改善する
にはまず何よりも生産労働者の内部化が求められるのだが，そのさい従来の功利主義的労務管理から権利を基底に据え
た労務管理への転換が重要であると論じられてる。
そこで第 7章では，知識集約的労務管理システムの有効性が考察され，労働集約的労務管理から知識集約的労務管理
へ転換するための諸条件が事例分析を通じて精織化されていく。労使紛争のなかった企業と労使紛争のあった企業の
生産労働者の意識調査を比較してみると，労使紛争がなかった企業では，社内教育訓練が充実しており，具体的には職
務循環が熱練技能の習得のために実施され，また小集団活動が活用されている。このような知識集約的労務管理は労使
関係の安定性と有意な相関関係にあることが明かにされる。
第 8章では，労使間関係の安定性を指標化するために，生産労働者の意識調査が実施され，組織コミットメン卜の決
定要因および職務満足度の内容分析が行われる。結果，作業遂行方式の相違，社内教育訓練の有無，および年齢層によ
って組織コミットメントおよび職務満足度の格差が生じていることが明らかにされる。
第 9章では，労使関係の類型化が試みられ，葛藤解消メカニズムの欠如や対抗的経営風土をもたらす権威的労使関係
の限界が指摘され，共同体的労使関係の効果が分析される。またその共同体的労使関係の構築の条件として経営参加制
度の活性化の方案が提示されている。結章では，以上の各章が要約され，韓国企業の労務管理の展望および方向性が示
されている。
論文審査の結果の要旨
本論文の貢献は，企業の労務管理の方向性を考察する際に，一国の産業発展のあり方までもその考察対象に広げたと
ころに見受けられる。周知のように韓国産業の多くは低賃金政策のもと大量生産による低価格戦略を主軸に発展して
きた。しかし今後の国際戦略を考えた場合，今までのような産業発展のあり方ではもはや限界が見えており，今後は高
品質・高付加価値を可能とする知識集約型の産業への移行が望まれる。ところがこのような政策転換は当然のことな
がら，経営者，労働組合，さらには政府の労働政策にも波紋をもたらし，それらの利害調整をいかに行うかが韓国産業お
よび個別企業の発展にとっては不可避の課題となっている。
こうした課題を解決するために，本論文では，労務管理論にとどまらず，法哲学および労働経済学の諸理論を援用し
つつ，いくつかの仮説を実証すべくフィールド・リサーチを行っている。労働経済学で用いられる内部化概念を，韓国
の労働統計を日本と比較可能な形で検討しながら労働者の定着度・賃金プロファイルという観点から調べ，職場におけ
る昇進と移動を聞き取り調査でチェックするという手法をとっている点が注目される。また労使の意識調査も行って
おり，分析手法は多面的である。理論構成の主軸である法哲学上の思想、にかんする理解と，そのモチベーション管理へ
の応用，またデータの処理およびヒアリング結果の加工方法には改良の余地は認められるものの，堅実な理論展開，豊
富な統計データの活用，さらにはフィールド・リサーチによるE念な意識調査を行った点からも，本論文は博士学位論
文として十分価値を持つものと判断する。
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